
市町村財政比較分析表(平成20年度普通会計決算)
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人件費・物件費等の状況

人口1人当たり人件費・物件費等決算額 [88,541円]
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定員管理の状況

人口千人当たり職員数 [6.61人]
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公債費負担の状況

実質公債費比率 [16.3%]
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将来負担の状況

将来負担比率 [149.4%]

類似団体内順位

13/17
全国市町村平均

100.9
茨城県市町村平均

95.7

(%)

250.0

200.0

150.0

100.0

50.0

0.0

203.2

42.3

113.3126.6

H20H19H18H17H16

149.4

162.0

※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。 ただし　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

財政力

財政構造の弾力性

人件費・物件費等の
状況

給与水準
   （国との比較）

定員管理の状況
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将来負担の状況

類似団体平均

八千代町
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体
を言う。

※平成21年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体ごとの決算に基づく実質公債費比率及び将来負担比率を算出していない
団体については、グラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

※充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体については、将来負担比率のグラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。
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【財政力指数】
　町内基幹産業は農業であり、財政力指数の大きな増減はないが、平成２０年度でも昨年度と比較して0.02上回る
結果となった。平成１７年度から全職員による町税の滞納整理を実施し一定の成果（H18徴収率92.5、H19徴収率
93.2、H20徴収率93.3）をあげているが、今後も滞納額圧縮に努め財政基盤の強化を図る。さらに、農業の活性化や
企業誘致等を進め税収の増を目指すと共に平成22年度から始まる八千代町第2次行財政集中改革プランに基づき
徹底して経費を削減し、健全財政を目指す。

【経常収支比率】
　昨年度決算と比較して所得割や固定資産税の伸びにより町税が87百万円増加し、普通交付税も66百万円増加し
たため経常一般財源の歳入は97百万円の増となった。一方、歳出面では職員給は減少したものの退職負担金の
掛率変更などに伴い人件費総額では20百万円増加し、臨時財政対策債や庁舎建設事業債の元利償還開始により
公債費も62百万円増加した。さらに、後期高齢者医療への繰出金が230百万円増加し繰出金総額も26百万円増と
なったことにより、比率は0.5%上昇し、類似団体の平均値を上回った。今後は、第2次行財政集中改革プランに基づ
いた更なる経常経費の削減（H26までに人件費77百万円、物件費32百万円等)に加え、さらなる地方債発行の抑制
に努め、財政運営における弾力性の改善を図る。

【人口1人当たり人件費・物件費等決算額】
　人件費については旧来からの給与体系により類似団体平均より低水準にある。物件費についても毎年予算要求
の段階で５～１５％減を実施しており必要最低限の経費に抑えている。類似団体との比較でも最小限の経費に抑え
られている。しかしながら、逼迫した財政状況を考慮し、今後も更なる経費削減に努める。

【ラスパイレス指数】
　旧来からの給与体系により類似団体平均より低水準にある。さらに人件費の抑制のため特別職の給料を20%～
10%管理職手当を30%～10%削減し、時間外手当についても時差出勤制度等の導入により削減を図り、引き続き給
与の縮減に努める。

【将来負担比率】
　過去からの地方債発行の抑制により地方債現在高は288百万円減少した。また、下妻広域一部事務組合の地方
債現在高も減少しており当町負担分として369百万円減少した。さらに、充当可能基金残高も115百万円増加したこ
とにより、昨年度と比べて比率は12.6％減少している。しかしながら、下水道関係の公債費負担額が666百万円増
加しているなど上昇要因もあり、特別会計や一部事務組合の地方債残高も含めた総合的な観点から地方債現在
高の減少に努める。

【実質公債費比率】
　過去からの地方債発行の抑制により平成19年度までは類似団体を下回っている。しかしながら、単年度値
（H17:13.5、H18:16.0、H19:16.6、H20:16.5）では昨年度より0.1ポイント減少しているものの、平成18年度より臨時財
政対策債や庁舎建設事業債の元金償還が始ったことによりH17からH18が大幅に上昇している。そのため3カ年平
均で示される比率は、昨年度と比較して1.0ポイント上昇し、類団平均を上回ってしまった。今後も、八千代町総合計
画を基に真に必要な事業のみを実施するとともに、特別会計や一部事務組合の地方債発行にも注意を配りなが
ら、総合的な観点から地方債依存度の減少に努める。

【人口千人当たり職員数】
　これまでも職員数の抑制を図っており、類似団体と比較しても少ない職員数で行政運営を行っている。職員数に
ついては平成１７年度を初年度とし平成２７年度当初までの１０年間で、定年退職、勧奨退職及び専門職員の採用
等で１５％（３０人）、職員人件費は１０年間で１１億６百万円の削減を目標とする。


